
- 1 -

三重県ＰＴＡ連合会会則

第１章 総則

（名称及び所在地）

第１条 本会は三重県ＰＴＡ連合会と称し、事務局を津市一身田上津部田１２３４ 三重

県生涯学習センター２Ｆに置く。

（性格）

第２条 本会は民主的社会教育団体である。

（目的）

第３条 本会は公益社団法人日本ＰＴＡ全国協議会（以下「日本ＰＴＡ」とする）に属

し、郡市ＰＴＡ連合会・連絡協議会（以下「郡市Ｐ連）とする）との連絡と連

携を図り、家庭と学校と社会における園児・児童・生徒の健全な成長を図るこ

とを目的とする。

（方針）

第４条 本会は、次の方針に基づき活動する。

（１）本会は、非営利的、非宗教的、非政党的である。

（２）本会は、園児・児童・生徒の福祉のために活動する他の社会教育関係団

体及び機関と協力する。

（３）本会は、自主独立であって、他の如何なる団体等の干渉も受けない。

（４）本会は、郡市Ｐ連の自主性を尊重し、これを制約する行動はしない。

（５）本会は、より良い教育や教育環境、ＰＴＡの在り方について常に研究討

議して、その普及に努める。

（活動）

第５条 本会は第３条の目的を達成するために、第４条の方針に従って、次の活動及び

事業をする。

（１）家庭及び学校、地域の協力によって、園児・児童・生徒の健全な成長を

図る。

（２）学校及び家庭における教育の理解を深め、振興を図る。

（３）園児・児童・生徒の校外における生活の指導、地域における教育環境の

改善充実を図る。

（４）ＰＴＡの社会教育活動の振興を図る。

（５）郡市Ｐ連相互の緊密な連絡を図り、その活動の発展を助ける。

（６）日本ＰＴＡ及び地区ブロックとの緊密な連絡を通じて、本会の発展向上

を図る。

（７）その他本会の目的遂行上必要な活動を行う。

第２章 組織

（会員）

第６条 本会の会員は、各単位ＰＴＡ（幼稚園ＰＴＡを含む）で構成する郡市Ｐ連とす
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る。

（会員の義務と権利）

第７条 会員は本会細則第１条に定める義務と権利を有する。

（常任幹事・代議員）

第８条 本会に常任幹事並びに代議員を置く。

２ 常任幹事は郡市Ｐ連から１名選出され、総会の承認を得て役員とともに常任幹

事会を組織し、各委員会に所属する。

３ 代議員は郡市Ｐ連から本会細則第４条に基づいて選出され、総会に出席し提案

並びに議案を審議する。

（役員）

第９条 本会に次の役員を置く。

（１）会長

（２）副会長

（３）専務理事

（４）常務理事

（５）理事

２ 役員の構成等については本会細則第７条に定める。

（役員の任期）

第１０条 役員の任期は１年とする。但し再選を妨げない。

（役員の職務）

第１１条 役員は次の職務を行う。

（１）会長は本会を代表し、会務を総理する。

（２）会長は本会の目的の範囲において審議会など諮問機関及び委員会等の設

置を要請できる。

（３）副会長は会長を補佐し、会長事故あるときはその職務を代行する。

（４）専務理事は、常に会務を掌握し本会活動の広報に努め本会の適切な運営

に努める。

（５）常務理事は会務の執行に参画する。

（６）常務理事（会計担当）は本会の資産及び会計全般を管理する。

（７）理事は各委員会を掌握し、その他会務の適切な運営に努める。

（顧問）

第１２条 本会に顧問を置く。顧問は直前会長とし、役員会の承認を得て会長が委嘱する。

顧問は本会の会議に出席して意見を述べることができる。

（アドバイザー）

第１３条 本会にアドバイザーを置くことができる。アドバイザーは豊かな経験と見識を

有する者で、役員会の承認を得て会長が委嘱する。アドバイザーは、本会の活

動に対して助言を行うことができ

２ アドバイザーの任期は１年とする。但し、再任を妨げない。

（会計監査委員）

第１４条 本会の会計を監査するため、会計監査委員を２名置く。会計監査委員の任期は
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１年とする。但し、再任を妨げない。

（監査報告）

第１５条 会計監査委員は、年度の会計を監査し、年次総会において会計監査の結果を報

告しなければならない。

（役員の選出）

第１６条 本会の役員・会計監査委員は、役員経験者・常任幹事経験者・家庭教育委員経

験者・郡市Ｐ連会長経験者から選出し、総会で承認を得なければならない。選

出につき必要な事項は、本会細則第７条と第８条に定める。

（ブロック）

第１７条 地域特性を活かし本会の目的遂行を円滑に進めるため、３つのブロックを設定

する。各ブロックを協議会と位置づけて、本会への協力・情報共有等に努める。

各ブロック所属地域は本会細則第６条に定める。

第３賞 会議

（会議の種別）

第１８条 本会の会議は、総会・常任幹事会並びに役員会とする。

２ 委員会に関する事項は本会細則第１０条に定めるが、役員会の求めに応じてそ

の代表が会議に出席して意見を述べることができる。

３ 特に緊急性を要する事案が発生し、即時対応が求められる場合、会長は副会長

・専務理事を含めた三役会を招集し意思決定をすることができる。但し、その

後、直近の役員会並びに常任幹事会においてその経緯と内容について報告しな

ければならない。

（総会）

第１９条 総会は、常任幹事・代議員をもって構成し、３分の２以上の出席（委任状を含

む）により成立する。

２ 総会の議事は、出席者の過半数の同意をもって成立する。

３ 年次総会のほか、会長が必要と認めたとき、または総会構成員の３分の１以上

の要請があったときは、臨時総会を開くことができる。

４ 総会の議長は、会長の指名で選出する。

（常任幹事会）

第２０条 常任幹事会は総会に次ぐ決議機関で、役員及び常任幹事をもって構成され、総

会において計画された事業の遂行及び役員会の提案事項その他運営に必要な事

項を審議決定する。

２ 常任幹事会の議決は出席者の過半数をもって成立する。

（役員会）

第２１条 役員会は、第９条に規定する役員で構成され、常任幹事会より付託された事項、

その他緊急な事項について審議決定し、会則に基づき会務を執行する。

２ 役員会の議決は出席者の過半数をもって成立する。
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第４章 委員会及び部会

（委員会）

第２２条 本会に、活動に必要な事項について調査・研究・立案・実行するために総務広

報・研修・家庭教育委員会の常置委員会を置く。

２ 前項の常置委員会以外にその他の委員会を設置する場合、会長は副会長・専務

理事を含めた三役会を招集し、委員会の設置をすることができる。但し、その

後、直近の役員会並びに常任幹事会においてその経緯と内容について報告しな

ければならない。

３ 委員会の構成及び運営等については細則に定める。

（部会）

第２３条 委員会に、活動推進のため必要な専門部会を置くことができる。

２ 部会の設置、構成及び運営等につき必要な事項は、役員会で決定し常任幹事会

で報告する。

第５章 会則・細則・規定の変更

（会則の変更）

第２４条 本会会則を変更するときは、総会において承認を得なければならない。

（細則・規程の変更）

第２５条 細則・規程を変更するときは、常任幹事会で承認を得なければならない。

２ 細則・規程を変更したときは、その結果を次期総会に報告しなければならない。

第６章 経理

（会費）

第２６条 本会の会費は、常任幹事会で決定する。

２ 会費は、郡市Ｐ連の園児・児童・生徒数に年額を乗じた額とする。年額につい

ては本会細則第２条に定める。

（支出の原則）

第２７条 本会の資産は、第３条にあげた目的のために支出する。なお運営等について必

要な事項は会計規程に定める。

（会計年度）

第２８条 本会の会計年度は、毎年５月１日から翌年４月 ３０ 日に至るものとする。

（会計監査）

第２９条 本会は、会計監査委員の監査を受けなければならない。

第７章 管理

（事務局）

第３０条 事務局は、総会の方針に基づき、役員会の指示に従って会長と連携し本会の事

務を処理する。

２ 事務局に次の職員を置く。

（１）事務局長 １名
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（２）事務局員 若干名

３ 事務局長及び事務局員は、役員会の承認を得て会長が任用する。

４ 事務局の任務、運営等について必要な事項は、事務局規程に定める。

（書類備置義務）

第３１条 事務局には次に掲げる帳簿及び書類を備え置かなければならない。

（１）会則その他諸細則及び諸規程

（２）会員名簿

（３）役員、常任幹事、監査委員の名簿

（４）事業計画書及び収支予算書

（５）事業報告書及び収支決算書

（６）特別会計収支予算書及び収支決算書

（７）監査報告書

（８）総会及び常任幹事会議事及び議事録

２ 前項に関する帳簿及び書類の明細及び保存期間については会計規程第６条に定

める。

（情報の公開）

第３２条 本会は、公正で開かれた活動を推進するため、その活動状況、運営内容等を必

要に応じて公開するものとする。

（個人情報の保護）

第３３条 本会は、業務上知り得た個人情報の保護に努め、万全を期するものとする。

附 則

（施行期日）

１ この会則は、平成１４年８月３１日より施行する。

平成１５年５月２８日一部改正

平成１８年５月２６日一部改正

平成２２年５月２８日一部改正

平成２５年３月２７日一部改正

平成２６年５月３０日一部改正

平成２８年５月２８日一部改正

平成２９年５月２７日一部改正

令和 ２年５月１３日一部改正

令和 ３年５月２９日一部改正

令和 ４年５月２８日一部改正

令和 ５年５月２７日一部改正

令和 ８年５月３０日一部改正


